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（医師の働き方改革関連）
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医療審議会における意見聴取と地域医療対策協議会との関係

医師の働き方改革の推進に関する検討会 中間とりまとめ（令和２年12月22日）抜粋

都道府県医療審議会の意⾒聴取

（Ｂ・連携Ｂ⽔準）

Ｂ水準を適用することが地域の医療提供体制の構築方針（医療計画等）と整合的であること及び地域の医
療提供体制全体としても医師の⻑時間労働を前提とせざるを得ないことについて、都道府県は、都道府県
医療審議会の意⾒を聴く。その際、医療機関の機能分化・連携等を進めることによる将来の地域医療提
供体制の目指すべき姿も踏まえることが必要であり、地域医療構想調整会議における、医療計画のうち地
域医療構想の達成の推進のための協議状況を勘案し、地域医療構想との整合性を確認することが適当であ
る。また、地域の医療提供体制は、地域の医師の確保と⼀体不可分であるため、地域医療対策協議会にお
ける議論との整合性を確認することが適当である。このため、実質的な議論は、都道府県医療審議会に設
けられた分科会や地域医療対策協議会等の適切な場において⾏うことを想定している。

（Ｃ-１⽔準）

Ｃ-１水準を適用することにより、地域における臨床研修医や専攻医等の確保に影響を与える可能性がある
ことから、地域の医療提供体制への影響を確認することが適当であり、都道府県は、都道府県医療審議会
の意⾒を聴く。なお、地域医療対策協議会においても協議することとする。

（Ｃ-２⽔準）

Ｃ- ２水準を適用することにより、地域における⾼度な技能が必要とされる医療の提供体制に影響を与え
る可能性があることから、地域の医療提供体制への影響及び構築⽅針との整合性を確認することが適当で
あり、都道府県は、都道府県医療審議会の意⾒を聴く。

Ｒ４年第１回地対協資料
（厚生労働省資料を抜粋）
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本県における医師の働き方改革に係る進め方（イメージ）

・医療審議会による意見聴取：地域の医療提供体制への影響及び構築⽅針（医療計画）との整合性を確認
・地域医療対策協議会：医師の確保に係る議論との整合性を確認
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対策協議会資料一部改変
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Ｂ・連携Ｂ・Ｃ水準の対象医療機関の指定要件 第11回医師の働き方改革の推進に関する
検討会参考資料を元にR4年度第2回青森
県地域医療対策協議会資料として作成

Ｂ水準 連携Ｂ水準 Ｃ-１水準 Ｃ-２水準

1 医療機関機能 ○ ○

2
臨床研修病院又は、専門研修プログ
ラム・カリキュラム認定医療機関である

○

3

特定高度技術を有する医師の育成・
研鑽に十分な環境がある

○

4

36協定において年960時間を超える

時間外・休日労働に関する上限時間

の定めをする必要がある

○ ○ ○

副業・兼業先での労働時間を通算する

と、時間外・休日労働が年960時間を

超える必要がある

○

（必要性について、合議での確認）
地域医療対策協議会での協
議医療審議会の意見聴取

地域医療対策協議会での協
議医療審議会の意見聴取

地域医療対策協議会及び

医療審議会の意見聴取

審査組織及び

医療審議会の意見聴取

（必要性について、実績面の確認）
労働時間短縮計画に記載の
実績値で判断

労働時間短縮計画に記載の
実績値で判断

プログラム全体及び各医療
機関の明示時間数（時短計
画実績値とも整合）で判断

労働時間短縮計画に記載の
実績値で判断

5
医療審議会の意見聴取 ○ ○ ○ ○

6

労働時間短縮計画が策定され、労働
時間短縮の取組や追加的健康確保措
置の実施体制の整備が確認できる

○ ○ ○ ○

7
医療機関勤務環境評価センターの評
価を受けている
（過去３年以内に受審していること）

○ ○ ○ ○

8

労働関係法令の重大かつ悪質な違反
がない（過去１年以内に、送検、公表
されていないこと）

○ ○ ○ ○

※要件となる項目に○
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添付書類：各水準に応じた必要書類

Ｂ⽔準 連携Ｂ⽔準 Ｃ-１⽔準 Ｃ-２⽔準

＜例＞
⚫ 救急医療機関であることを証

明する書類
⚫ がん診療の拠点医療機関で

あることを証明する書類
等

＜例＞
⚫ 派遣先医療機関からの辞令

（匿名化）
⚫ 医師に対する副業・兼業許

可書
等

＜例＞
⚫ 臨床研修プログラム ※

⚫ 専門研修プログラム ※

等
※時間外・休日労働想定最大時間

数を明示

⚫ 審査組織に申請した医療機
関申請書、及び指定後すぐ
に水準適用の該当者がいる
場合は該当者の技能研修
計画

⚫ 審査組織による審査結果の
通知書

医師労働時間短縮計画（案）

面接指導並びに休息時間確保体制が整備されていることを証する書類

労働法制にかかる違反、その他の措置がないことを証する書類

評価センターによる評価結果の通知書

医療法第113条第１項に規定す
る業務があることを証する書類

医療法第118条第１項の指定に
かかる派遣の実施に関する書類

医療法第119条第１項の指定に
係る業務があることを証する書類

医療法第113条第３項第２号の要件を満たすことを証する書類

医療法第113条第３項第３号の要件を満たすことを誓約する書類

医療法第132条の規定により通知された法第131条第１項第１号の評価の結果を示す書類

医療法第120条第１項の指定に
係る業務があることを証する書類

医療法第120条第１項の確認を
受けたことを証する書類

共
通
書
類

令和４年度第１回都道府県医療勤務
環境改善担当課長会議資料を改編

評価項目31の
確認資料

評価項目50～60の
確認資料

誓約書
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B水準（特定地域医療提供機関）指定

基準 判断方法

１ 三次救急医療機関 ・医療機能が、いずれかに該当
するかどうか県が確認
・地域医療構想との整合性や、
各医療機関の診療実績などを
県が確認

二次救急医療機関かつ「年間救急車受入台数1,000台以上又は年間での夜間・休日・時間外入院件数500件
以上」 かつ「医療計画において５疾病５事業の確保のために必要な役割を担うと位置付けられた医療機関」

在宅医療において特に積極的な役割を担う医療機関

公共性と不確実性が強く働くものとして、※都道府県知事が地域医療の確保のために必要と認める医療機関
（例）精神科救急に対応する医療機関（特に患者が集中するもの）、小児救急のみを提供する医療機関、へ

き地において中核的な役割を果たす医療機関

特に専門的な知識・技術や高度かつ継続的な疾病治療・管理が求められ、代替することが困難な医療を提供
する医療機関 （例）高度のがん治療、移植医療等極めて高度な手術・病棟管理、児童精神科等

２ 36協定において年960時間を超える時間外・休日労働に関する上限時間の定めをすることがやむを得ない業
務が存在すること （B水準の対象医療機関として指定される事由となった「必須とされる機能」を果たすため
に必要な業務が、B水準の対象業務とされているかどうか）

・時短計画に記載された時間
外・休日労働の実績を踏まえ、
960時間超えがやむを得ない業
務か、実質的な議論の場として
地対協で協議をした上で、医療
審議会の意見を聴取

３
都道府県医療審議会の意見聴取（B水準を適用することと、医療計画、地域医療構想との整合性）

４ 医師労働時間短縮計画の案が、当該病院又は診療所に勤務する医師その他関係者の意見を聴いて作成さ
れたものであること、及び、当該病院又は診療所に勤務する医師の労働時間の状況、労働が長期間にわたる
医師の労働時間の短縮に係る目標、労務管理及び健康管理に関する事項、労働が長期にわたる医師の労働
時間の短縮に関する事項が全て記載されていること（時短計画は、年１回提出）

・申請書類及び評価センターの
評価結果を県が確認

５
追加的健康措置（面接指導並びに休息時間の確保）を行うことができる体制が整備されている

・申請書類及び評価センターの
評価結果を県が確認

６ 労働関係法令の重大かつ悪質な違反がないこと※対象条項：労基法24条（賃金の支払い）、第32条（労働時
間）、第34条（休憩）、第35条（休日）、第36条（上限時間）、第37条（割増賃金）及び第141条（上限時間）並びに
最低賃金法第4条（最低賃金） 過去１年以内に送検され、公表されたことがある場合は、指定を認めない

・申請書類を県が確認

７ 評価機能による評価の受審 ・県が確認

県による確認及び、地対協における協議結果をもとに、医療審議会に諮り、県が指定 7



連携B水準（連携特定地域医療提供機関）指定

基準 判断方法

１

医師の派遣を通じて、地域の医療提供体制を確保するために必要な役割を担う医療機関
（例）大学病院、地域医療支援病院等のうち当該役割を担うもの

・医療機能が該当するかどうか
県が確認

２ 36協定においては年960時間以内の時間外・休日労働に関する上限時間の定めをしているが、副業・兼業先
での労働時間を通算すると、時間外・休日労働が年960時間を超えることがやむを得ない医師が勤務している
こと

・時短計画に記載された時間
外・休日労働の実績を踏まえ、
960時間超えがやむを得ない業
務か、実質的な議論の場として
地対協で協議した上で、医療審
議会の意見を聴取

３
都道府県医療審議会の意見聴取（連携B水準を適用することと、医療計画、地域医療構想との整合性）

４ 医師労働時間短縮計画の案が、当該病院又は診療所に勤務する医師その他関係者の意見を聴いて作成さ
れたものであること、及び、当該病院又は診療所に勤務する医師の労働時間の状況、労働が長期間にわたる
医師の労働時間の短縮に係る目標、労務管理及び健康管理に関する事項、労働が長期にわたる医師の労働
時間の短縮に関する事項が全て記載されていること

申請書類及び評価センターの
評価結果を県が確認

５
追加的健康措置（面接指導並びに休息時間の確保）を行うことができる体制が整備されている

申請書類及び評価センターの
評価結果を県が確認

６ 労働関係法令の重大かつ悪質な違反がないこと※対象条項：労基法24条（賃金の支払い）、第32条（労働時
間）、第34条（休憩）、第35条（休日）、第36条（上限時間）、第37条（割増賃金）及び第141条（上限時間）並びに
最低賃金法第4条（最低賃金） 過去１年以内に送検され、公表されたことがある場合は、指定を認めない

申請書類を県が確認

７ 評価機能による評価の受審 県が確認

B水準と同じ

県による確認及び、地対協における協議結果をもとに、医療審議会に諮り、県が指定
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C-１水準（技能向上集中研修機関）指定

基準 判断方法

１ 都道府県知事により指定された臨床研修プログラム又は日本専門医機構により認定された専門研修プログラ
ム／カリキュラムの研修機関であること

・県で確認

２

適正な労務管理と研修の効率化が行われた上でも、36協定においては年960時間を超える時間外・休日労働
に関する上限時間の定めをする必要があること

・時短計画に記載された時間
外・休日労働の実績を踏まえ、
960時間超えがやむを得ない業
務か実質的な議論の場として地
対協で協議した上で、医療審議
会の意見を聴取

３ ○地域医療対策協議会：Ｃ－１水準を適用することが、地域における臨床研修医や専攻医等の確保、地域の
医療提供体制に影響を与えないか
○医療審議会：Ｃ－１水準を適用することと、医療計画、地域医療構想との整合性、及び地域医療対策協議
会における議論との整合性を確認

・地対協でＣ－１指定の妥当性
を判断
・医療審議会で、指定を判断

４ 医師労働時間短縮計画の案が、当該病院又は診療所に勤務する医師その他関係者の意見を聴いて作成さ
れたものであること、及び、当該病院又は診療所に勤務する医師の労働時間の状況、労働が長期間にわたる
医師の労働時間の短縮に係る目標、労務管理及び健康管理に関する事項、労働が長期にわたる医師の労働
時間の短縮に関する事項が全て記載されていること

・申請書類及び評価センターの
評価結果を県が確認

５
追加的健康措置（面接指導並びに休息時間の確保）を行うことができる体制が整備されている

・申請書類及び評価センターの
評価結果を県が確認

６ 労働関係法令の重大かつ悪質な違反がないこと※対象条項：労基法24条（賃金の支払い）、第32条（労働時
間）、第34条（休憩）、第35条（休日）、第36条（上限時間）、第37条（割増賃金）及び第141条（上限時間）並びに
最低賃金法第4条（最低賃金） 過去１年以内に送検され、公表されたことがある場合は、指定を認めない

・申請書類を県が確認

７ 評価機能による評価の受審 ・県で確認

B水準と同じ

県による確認及び、地対協における協議結果をもとに、医療審議会に諮り、県が指定
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Ｃｰ１水準の指定に係る都道府県・医療機関の手続きの流れ

医療審議会における議論 ⇒ Ｃ-１水準の指定を判断

Ｃ-１水準を医療機関へ適用することが地域の医療提供体制の構築方針（医療計画等）と整合的であること及び地域の医療提供体
制全般としても医師の長時間労働を前提とせざるを得ないことについて議論を行う。その際、地域の医療提供体制は、地域の医師の確
保と一体不可分であるため、地域医療対策協議会における議論との整合性を確認する。

地域医療対策協議会における議論 ⇒ Ｃ-１水準指定の妥当性を判断

Ｃ-１水準を医療機関へ適用することにより、地域における臨床研修医や専攻医等の確保に影響を与える可能性があり、地域医療介護
総合確保基金事業の計画や医師確保関連予算の執行計画等、都道府県の実情に照らし、医師の確保を図るために必要と思われる
事項について協議を行い、地域の医療提供体制への影響を確認する。

議論の結果を反映

医

療

機

関

都

道

府

県

必要書類を揃えて都道府県へＣ-１水準（プログラム／カリキュラム別）の指定申請

特に、各プログラム／カリキュラムの「研修医療機関における時間外・休日労働想定最大時間数の記載」が明示されている資料を添付（※）

Ｃ-１水準指定申請受付

※ 医政局医事課医師臨床研修推進室または各学会が求める、各医療機関における時間外・休日労働想定最大時間数の明示方法に沿って作成した資料で代用することも可能。

Ｃ-１水準指定結果通知

○臨床研修においては、基幹型臨床研修病院の年次報告の締切が毎年4月30日である。「研修医療機関における時間外・休日労働想定最大時間数」
については、令和５年４月30日を締切とする年次報告から記載事項とする予定である。年次報告は研修プログラムとともに病院ホームページに公表され
る。

○専門研修においては、基幹施設がプログラム／カリキュラムを作成し、基本領域学会の一次審査、日本専門医機構の二次審査を経て、例年秋頃に認定
され、その後専攻医の募集が開始される。

※ Ｃ-１水準の指定が申請されていない場合であっても、都道府県独自の調査等に基づき、地域医療対策協議会におけるＣ-１水準指定に関する議論を行うことは可能。
また、議論のために地域医療対策協議会を複数回開催することも可能。

令和４年度第２回都道府県医
療勤務環境改善担当課長会議

資料
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C-２水準（技能向上集中研修機関）指定

基準 判断方法

１ Ｃ－２水準の対象分野においてＣ－２水準の対象技能となり得る技能であって、その技能の習得にやむを得
ず長時間労働が必要となる業務が存在するか

・審査組織において判断

２

36協定においては年960時間を超える時間外・休日労働に関する上限時間の定めをする必要があること

・審査組織による審査結果及び、
時短計画に記載された時間外・
休日労働の実績を踏まえ、960
時間超えがやむを得ない業務
か医療審議会から意見聴取

３ 医療審議会の意見聴取（Ｃ- ２水準を適用することと、医療計画、地域医療構想との整合制、地域の医療提供
体制への影響を与えないか）

・医療審議会で、Ｃ－２水準指
定の判断

４ 医師労働時間短縮計画の案が、当該病院又は診療所に勤務する医師その他関係者の意見を聴いて作成さ
れたものであること、及び、当該病院又は診療所に勤務する医師の労働時間の状況、労働が長期間にわたる
医師の労働時間の短縮に係る目標、労務管理及び健康管理に関する事項、労働が長期にわたる医師の労働
時間の短縮に関する事項が全て記載されていること

・申請書類及び評価センターの
評価を県が確認

５
追加的健康措置（面接指導並びに休息時間の確保）を行うことができる体制が整備されている

・申請書類及び評価センターの
評価を県が確認

６ 労働関係法令の重大かつ悪質な違反がないこと※対象条項：労基法24条（賃金の支払い）、第32条（労働時
間）、第34条（休憩）、第35条（休日）、第36条（上限時間）、第37条（割増賃金）及び第141条（上限時間）並びに
最低賃金法第4条（最低賃金） 過去１年以内に送検され、公表されたことがある場合は、指定を認めない

・申請書類及び評価センターの
評価を県が確認

７ 評価機能による評価の受審 ・県が確認

B水準と同じ

県による確認をもとに医療審議会に諮り、県が指定
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Ｃｰ２水準の指定に係る都道府県・医療機関の手続きの流れ

審査組織へ各分野別医療機関申請書及び技能研修計画を医療機関がとりまとめて申請し、審査受審

医療審議会における議論 ⇒ Ｃ-２⽔準の指定を判断

Ｃ-２水準を適用することにより、地域における⾼度な技能が必要とされる医療の提供体制に影響を与える可能性があることから、地域の
医療提供体制への影響及び構築方針との整合性を医療審議会において確認する。

審査結果を受領

特に、審査組織に申請した医療機関申請書、及び指定後すぐに水準適用の該当者がいる場合は該当者の技能研修計画（匿名化）、
並びに審査組織による審査結果の通知書を添付

必要書類を揃えて都道府県へＣ-２水準（分野別）の指定申請（※）

Ｃ-２水準指定申請受付

○ 申請時点で、その分野におけるＣ-２水準適用該当医師がいない場合であっても、令和６年度以降に、その該当医師（Ｃ-２水準の技能研修計画の
審査を受けた医師）が存在するようになった場合は、当該医療機関にＣ-２水準の業務が実在することになるため、その時点で当該医師の技能研修計
画（匿名化）を都道府県に届け出るよう周知することが求められる。

Ｃ-２水準指定結果通知

※申請時点で、その分野におけるＣ-２水準適用該当医師がいない場合でも申請が可能

Ｃｰ２水準の指定に係る都道府県・医療機関の手続きの流れ
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事  務  連  絡  

令和５年１月１８日 

 

各都道府県衛生主管部(局) 御中 

 

                 厚生労働省医政局医事課 

医師等医療従事者働き方改革推進室 

 

医療機関勤務環境評価センターの評価の早期受審の勧奨等について 

（対応依頼） 

 

 医療行政の推進につきましては、平素から格別の御高配を賜り厚く御礼申し上げ 

ます。 

 各都道府県におかれましては、令和６年４月の医師の時間外・休日労働時間の上限

規制の適用開始に向け、特定労務管理対象機関の指定（以下「指定」という。）の手続

に係る準備を行うとともに、医療勤務環境改善支援センター（以下「勤改センター」

という。）等を通じて、管内の医療機関の医師の労働時間短縮や指定の申請に向けた

取組等に係る支援に取り組まれていることと存じます。 

 この指定の手続に関連して、昨年 10 月に医療機関勤務環境評価センター（以下「評

価センター」という。）の評価受審の申請受付を開始したところですが、医療機関から

の評価センターへの評価受審の申請が、昨年末時点で数件に留まっており、このまま

の状況が続くと、特定の時期に評価受審の申請が集中することが想定されます。 

評価センターでは必要な審査体制は整えているものの、特定の時期への申請の集中

により、現時点で想定している事務処理期間（形式が整っている申請書類の受理後４

ヶ月程度）内に審査を処理できなくなる可能性が懸念されており、場合によっては、

各都道府県が令和６年４月の制度施行までに行うべき指定手続に支障が生じるおそ

れもあります。 

このため、各都道府県におかれましては、指定の申請を予定している管下の医療機

関に対し、可能な限り早期に評価センターの評価を受審していただくよう勧奨してい

ただくとともに、勤改センター等を通じて評価の早期受審に向けた準備作業等の取組

への支援をお願いします。 

また、各都道府県の状況を把握するため、指定の申請を予定している医療機関一覧

（特定労務管理対象機関（特例水準）の種類別、病院・有床診療所別）を１月 25 日

（水）までに以下のアドレスまでメールで報告をお願いします（既に、管内の医療機

関の状況を管理するリストを作成している場合には、当該リストの提供で可。また、

既存資料がない等により、期限までの提出が難しい場合にはご一報ください。）。 

お忙しい中恐縮ですが、御協力いただきますよう、よろしくお願いします。 

 

               （照会先）厚生労働省医政局医事課 

医師等医療従事者働き方改革推進室 

                    TEL 03-5253-1111（内線 4408、4409） 

平野、髙橋 

  （回答先）hatarakikata01@mhlw.go.jp 
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